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厚生労働省社会 ・

「社会福祉事業に従事する者の確保を図るための措置に関する基本的な指

針」の改正について

「社会福祉事業に従事する者の確保を図るための措置に関する基本的な指

針」 (平成 5年厚生省告示第 116乳 以下 「1日人材確保指針」という。)は 、

平成 5年 4月 に、いわゆる福祉人材確保法 (社会福祉事業法及び社会福祉施設

職員退職手当共済法の一部を改正する法律 (平成4年 法律第81号 ))に 基づ

き、高齢者介護に係る新ゴール ドプランの策定、少子化の進行に対応するエン

ゼルプランの策定、障害者の自立と社会参加を促進していくための総合的な障

害者施策の検討といつた当時の状況と相まって、これらを担う人,すの養成確保

を図つていくことを目的とし、厚生大臣より告示されたものである。

しかしながら、旧人材確保指針が制定された平成 5年以降、福祉 ・介護サー

ビスを取り巻く状況は大きく変化してきており、少子高齢化の進行や世帯構成

の変化、国民のライフスタイルの多様化等により、国民の福祉 ・介護サービス

ヘのニーズがさらに増大するとともに、認知症等のより複雑で専門的な対応を

必要とするニーズの顕在化等を背景として、質的にもより多様化、高度化して
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いる状況にある。



また、少子高齢化の進行等の下で生産年齢人口が減少し、労働力人口も減少

が見込まれる一方、近年の景気回復に伴い、他の産業分野における採用意欲も

増大している:福 祉 ・介護サービス分野においては、高い離職率と相まって常

態的に求人募集が行われ、一部の地域や事業所では人手不足が生じているとの

指摘もある。

このような状況の中で、将来にわたつて福祉 ・介護ニーズに的確に対応でき

る人材を安定的に確保していく観点から、経営者、関係団体等並びに国及び地

方公共団体が講ずべき措置について改めて整理を行い、社会福祉法 (昭和26

年法律第45号 )第 89条 第 1項 の規定に基づき、今般、別添のとおり、新し

い「社会福祉事業に従事する者の確保を図るための措置に関する基本的な指針」

(平成 19年 厚生労働省告示第289号 。以下 「新人材確保指針」という。)

が告示されたので、下記の留意事項を踏まえつつ、人材確保のための取組を推

進するとともに、貴管内市町村、福祉 ・介護サービス事業者その他の関係者に

対し、周知徹底を図られたい。

1 新 人材確保指針において新 しく採用 した基本的な考え方

(1)労 働市場全体の中での福祉 ・介護サービス分野の位置付け

労働力人口の減少等が見込まれる中で、福祉 ・介護ニーズの増大や多

様化 高ヽ度化に対応していくため、福祉 ・介護サービス分野を、人材確

保に最も真剣に取り組んでいかなければならない分野の一つと位置付

けたこと。

(2)福 祉 ・介護サービス分野における人材確保のための基本的考え方

就職期の若年層を中心とした国民各層から選択される職業となるよ

う、①他の産業分野とも比較して適切な給与水準の確保等の 「労働環境

の整備の推進」、② 「従事者のキャリアアップの仕組みの構築」ととも

に、国家資格等を取得するなどの高い専門性を有する従事者には、その

社会的評価に見合う処遇が確保され、従事者の努力が報われる仕組みの

記
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構築等のための取組が重要であることを強調 したこと。

(3)新 人材確保指針が対象 とする事業

新人材確保指針は、社会福祉事業における人材確保を図るためのもの

であるが、介護保険法 (平成 9年 法律第 123号 )に 規定する居宅介護

支援や訪問 リハ ビリテーション、特定施設入居者生活介護等社会福祉事

業には該 当 しないが社会福祉事業 と密接に関連す るサー ビスが拡大 し

ていることを踏まえ、これ らのサー ビスについても、新人材確保指針が

人材確保のための取組の参考 となるものとの認識の下、共通の枠組みに

よつて人材確保ための取組を行 うこととしたこと。

(4)関 係団体等の位置付け

旧人材確保指針においては、人材確保のための取組を行 うべき主体と

して、経営者並びに国及び地方公共団体が位置付けられていた ところで

あるが、新人材確保指針 においては、福祉 ・介護サービスの増進に寄与

する取組 を行 う法人又は団体 (以下 「関係団体等」とい う。)及 びその

行 うべき取組 を新たに位置付けたこと。

(5)国 民の役割

国民の役割 として、次の①か ら③までを新たに位置付けたこと。

① 消 費者 として質の高い福祉 ・介護サー ビスを選 り分け、これを伸ば

してい くことに努めるとともに、福祉 ・介護サービスを大切に利用す

る節度ある利用者 として、これを上手く利用 しながら、自立 した 日常

生活を営むことを目指 していくこと。

② 福 祉 ・介護サー ビスを支える税や保険料の負担者 としての立場から、

福祉 ・介護サー ビスの量や質の水準 と併せて、これを確保するために

必要 となる負担の水準を考えていくこと。

③ ボ ランティア等への参画を通 じて、地域社会等における支え合いを

充実 させていくこと。

(6)新 人材確保指針の実施状況の評価 ・検証

新人材確保指針が示す人材確保のために講ずべき措置について、福祉

・介護制度の見直 しの状況を踏まえ、定期的にその実施状況を評価 検

証 し、必要に応 じ見直 しを行 うこととしたこと。



新人材確保指針に基づき地方公共団体が行 うべき取組

(1)地 方公共団体が担うべき役割

新人材確保指針においては、経営者、関係団体等並びに国及び地方公

共団体が福祉 ・介護サービス分野における人材確保を進める上で、それ

ぞれ担 うべき役割を整理しており、地方公共団体は、経営者に対する指

導監督や研修の実施、関係団体等のネットワークの構築等を進めていく

べきこととされていること。

(2)具 体的な取組

① 実 態の把握

従事者に対する事業収入の配分の状況や従事者の労働実態、離職者

等の状況等、人材確保の取組を進める上で必要な実態の把握に努めら

れたいこと。

② 福 祉 ・介護サービスの周知 。広報

福祉 ・介護サービスに対する国民の理解が深められるよう、福祉 ・

介護サービスの利用者や福祉 ・介護サービスについての周知 ・広報に

努められたいこと。

③ 福 祉 ・介護サービス分野における人材確保対策の推進

就職説明会の実施等を通じた就業の働きかけ、無料職業紹介や研修

等の実施を通じた就業の支援、就業後の相談支援等を通じた定着の支

援等、総合的な人材確保対策の推進に努められたいこと。

④ 都 道府県人材センター等の積極的な活用

①から③までの取組を行うに当たつては、都道府県福祉人材センタ
ー及び福祉人材バンク(以下「都道府県福祉人材センター等」という。)

を積極的に活用するとともに、都道府県福祉人材センター等において

は、従来より行われている無料職業紹介にとどまらず、公共職業安定

所等との十分な連携を図りつつ、地域の実情を踏まえ、その創意工夫

を活かした取組を行われたいこと。

⑤ 労 働環境の改善等

人材確保のためには、給与等を含む労働環境の改善が重要であり、

新人材確保指針を踏まえ、経営者がその労働環境の改善に取り組むよ

う、周知徹底を図ること。

また、労働関係法規や福祉 ・介護制度関連法規等の法令を遵守した



適切な運営が確保されるよう、経営者の指導監督等を適切に行われた

いこと。

⑥ 労 働関係行政機関への情報提供

経営者への立入検査等において、労働関係法規違反のおそれのある

事案を発見した場合、必要に応じ労働関係行政機関との情報提供され

たいこと。

3 国 への情報提供

都道府県等又は貴管内における関係団体等において、人材確保のための先

進的な取組や従事者等に関する実態調査等が行われている場合にあつては、

社会 ・援護局福祉基盤課福祉人材確保対策室長あて積極的に情報提供 された

いこと。
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社会福祉事業に従事する者の確保を図るた
めの措置に関する基本的な指剣

懲[[:]嘗詈:1幕'鼻盪:こ[:女i嘗[i
l挙:」誓懲![1署ぶ霊盃ちiり晨艦:鼻島鯨懲
対応を必要とするニーズの鑽在化等を背景とし
て 質 的にもより多様化 高 度化している状況に
ある.

下岬借i↑業叢扁星F[揆:38110需履」敬
見直しが行われ 着実に充実してきている。しか

壁 慾 靭 儡 露 1驚 [ 1「
描祉 介 崚サービスを担う人材の安定的な確保が
W捷 となる。

他方 少 子高齢化の進行等の下で 16歳 から64
歳までの者 (以下 「生産年齢人口Jと いう。)の減
少に伴い、労働力人口も減少が見込まれる一方
近年の景気回復に伴い、他の分野における採用意
欲ヽ増大している。また、福祉 介 燎サービス分
野にヽいては 高 1灘職率と相まつて 常 競的に
求人募集が行われ 一部の地域や事業所では大手
不足が生しているとの指摘もある。このような状
況を考慮すると 福 ll 介 饉サーL・ス分野は最も
人材の確保に大前に取り組んでいかなければなら
ない分野の一つであり、福祉 介 曖サービスの仕
すがこうした少テ塙齢社会を支える働きがいのあ
る、蟷ヵある職業として社会的に認菊され 今 後
さらに拡大する福祉 介 霞ニーズに対応できる贅
の高い人材を安定的に驚裸してぃくことが 今 や
国民生活に関わる喫緊の魏層である.

O

平酔 7年には ぃ ゎゅる団塊ρ世代の全員が高
節を く05歳以上の者をいう.以 下同じ.)となり
これらの青が後期高続著 〈75歳以上の者をいう。
以下同じ。)となる平成37年には 全 人口に占める
高ф音人口の割合が8割 を超えると見込まれるこ
とを見据え 社 会福祉法人に限ら'営 rl法人や
特定非営利活動法人傷を含めた経営者 (福祉 介
鎮サービスに係る0業 を経営する者をいい こ の
指針中 処 遇の改善に係る部分を除き 福 祉 介

罐サービスに係る,策 を経営する場合の国及び地
方公共団体を含む。以下同じ.)福 祉 介 離サー

ビスの増進に寄与する取laを行う法人又は団体
(以下 「関係団体等Jと いう。)並びに国及び地方

公共団体が +分 な連携の下、この指針に基づき

それそれ必要な措置を1確じ、福lll 介級サービス

分野において賛の高い人材の菰保に努めること力'

重要である.

この指針は、社会福祉法〈昭和26年法凛第45,〉

第89条第 輌 の規定に基ブさ 同 法第2条 に規定
する社会福祉事業における人材菰保を図るために
定めるものである.一 方 介 睦保険制度における
層宅介痰支援や鮨閻リハビリテーション、特定施
設却言者生活介誕等社会籠祉事業には該当しない

が社会福祉事業と密接に関連するサービスカ哄 大
している。これらのサービスは社会福祉事業と不
可分に颯苦される場合もあり 同 様に国民の価
祉 介 謳ユーズに対応していることから 社 会福
祉事業とこれらのサービスを合わせ 一 体的な人
材の確保に,め ることが必要となつてきている.
このため 社 会福祉事業には該当しないが社会福
71事業と密接に関連するサービスについて、 こ
の指針が人材確保のための取IIの参考となるもの

との認識の下、この指針では こ れらのサービス

を合わせて、「福祉 介 笹サービスJと 総称し、人

材械保のための取IIlを共通の枠組みで整理するこ
ととする.

第 1 就 業の動向

1 労 働市場全体における朗業の現況と今後の

見通し

国立社会保菫 人 口問題研究所による 「ロ
本の将来推=1人口J(以下 f将来推計人口Jと
' うヽ。)(平成18年12月推め の中位推訃 (以
下 「平成18年12月掟計Jと いう。)によれは

少子化の進行簿により 生 産年齢人口は・T4成
17年の約8442万 人から い わゆる団爽の世

| のヽ企興が65蔵以上となる平成27年には約
7681万人にまで減少するものと見込まれて
おり こ れに任い 労 働jl人口も減少するこ

とが見込まれている.
2 福 祉 介 餃サービスにおける虜奥の現況

現に福71 介 継サービスに従事する者 (以
Ff従 ,約 という.)は 平 成17年現在で約
328万人であるが 介 霞保険'"度の剌投や陣
`著 薔祉11度の見IIしりによる4.・祉 介 誕

サービス0質 の充実 仕 の拡大に伴い そ の

秋は急速に加力,しており ・T成 5年 と比べて

約46■ となっている。とりわけ高硫者に閲

連するサービスに従事する者の伸びは薔し

く 平 成 5年の約17万人と比べて 平 成17年

には約197万人と 約 1211に泄しており 従

●者の多数を占めている。

さらに 従 事者の特徴として、

0 女 性0占 める郷銅 く 介 根保IFFサ_

ビスにおいては 平 成1昨 の実績で約8割
を占めていること

② 非 常勤職員の占める割合が近年‖lIして
きており 介 誕保険サービスにおいては

平成17年の央緻で約4割  こ のうち 訪 m
介護サービスについては非常lll“員力̀約8
薔1を占めていること

0 入 職ネ及び肛職“が,く  平 成16年にお

ける介経供浚サービスに従llする介踵職員
の数に対するその後 1年 ・|の採Л]者数の割
合は約28% 離 職者数φ割合は約20%で あ
ること

0 給 tJの水準は 業 務酪 や勤純年数等を
lll案して 経 営`と 従ギ者との間の契約で

決められるものであり そ の高低について
一律に比餃を行うことはpl難であるが、例
えば平成17年において|ま 従 V者 の給与の

平均をlLの産業分LFを'む 全労働者の給与
の平j●Jと■純に比1/rすると "い 水準にあ

ること

すが孝げられる.
このように 従 事者が着実に増加している

にもかかわらず 離 職率が高く、シ働移動が

激しい状況にあることから ■ 態的に求人募

“が行われることもあり 介 霰関連職前の平

成184F皮における有効求人l.7率は バ ー トタ

イムを除くイ′1で122俯 、ヤ月的バー トタィ
ムで308俯 と ,壌 極 (バー トタイムを除く
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3 福 t4'介 寝サービスにおける今後の就葉の
見通し

今後の後川高齢著人口は、将来推計人口(・7

定者は、平成16年の約4iO万人から平成2Ⅲ
には約6oo万人から約640万人に達すると見込

まれ 今 後 高 餃者に対する介越保険サービ

:β
需要がますます拡大していくこととな

[:憾「書を1:I:::喜[:li意曇言
総読::]:言を11:lili:[]蟄葉

]                   :
こま霊署P今

後さらに拡大していくことが見

i::|||[[:郡:I∫ま‡骨ii
暴[「l諾『繁署itl冤′』″馨:畢よ麟
②
良優燎も1琴警[1電11職縄Iηよ爵雰
人から約100万人に

な′警紺齢じ島I場調「集搬3il貴募番
基諄協薫[:書書轟機喜あ島響警言a〕::
雰itミIぞも言嚢:[鵞‖:翁::I:3
塩襟鼻福魯殺以£警懲言「

補充する人材等の

fr2 ^A*&a&*st*Lh

など 高 | 専ヽ門性を有する従事著にういては

::l套労彙露gili:螢暑職菫ξ:慧曇祭

す:::i[:ll:]椰I[ili‡
ことが重要である。

社i:よll長力貫E意ぁ食蓋醤借tl薇念『
ら実際k福 祉 介 饉サービス分野に就案してぃ

教存甚子を[」導:懲ξ覺「:もtt::爵暑

[壽:[[::擾]響饉i'羹][
こうした観点に立って 福 祉 介 護サービス

翁詈Fお
ける人材の

響
保のための観点を整

警
す

ヽ 電 雲ζ幕雪 :こ 醤 ξ:籠 議 靭

量F25警 :日

るため 「労働変擁の整
1の

推

0 今 後 ま すます増大する稿祉 介 誕ニーズ
に"確 に対応し 賛 の高いサービスを確保す
る観点から 従 ,ォ の資資の向上が解られる
よう 「キヤリフアップの■組みの構築Jを 図
ること

◎ 国 民か 樹 祉 介 礎サービスの仕事が今後
の少子宙齢社会を支える働きがぃのあるr■●
であることヽについて理解 し 福 祉 介 破
サービス//1野への国民の狡極的な参入 参 画
が促進されるよう 「続tt 介 餃サービスの周
如 型 1町 を図ること

0 介 護福祉士や社会福祉■等の有資格者書を
有効に活用するため 潜在的有資格者0の 颯
り趙こし得を行うなど 職在的有資格著等の
参入の促迎」を図ること

第 2で 述べた視点を踏まえて、福祉 介 鎮
サービス分野における必要な人材を施保するに
は、関係著は、特に以下に綺げる0項 目に総カ
を挙けて取り組0こ とが重要である。なお 嬌
弧内は 各 事項において取り紅むべき主体を示
している.

0 福 祉 介 譲サービス分野において 新 たな
人材として珂符されるのは 他 分野で活羅し
ている人材 商齢著等が挙げらね̂ ,後  と
うした 「多様な人材の参入 参 祀●促駒 を
図ること

などめ摯 げられる.

これらの祝点に立った期本的対策をお実に泄
することにより 必 要な人材を範保することが
可能と考えられ、ますは、こぅした視点に立っ
て 関 係者が第3に 掲げる,項 に総力を挙げて
取りfaみ 国 内にお|ナる効躊ヵを確保していく
ことが皿要であり 当 面、福祉 介 鎮ニーズの
一層の拡大が見込まれる い ゎゅる団塊の世代
の全員が高齢者となる平成″年を見据えて 重
点的に取りtaむ必要がある.

なヽ 今後、国内の労働力のみでこうしたニー

ズに対応する人材を広く熊保していくことは因
難であり 外 国人労働者の受入れは不可盪では
ないかとの問題提起もある。これについては、
労働市場への影癬、滞在の長期イヒゃ定住化にl■
う社会||コストの発生鮮の懸念等がぁることか
ら 使 ■に対応していくことが必要である.

第3 人 枕籠保の方策
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1 労 働環境例 ,tliの推進等
(D 釉 ■の政善

O l・・与等

ア キ ヤリアと龍ヵに見合う給与体系の
IV築等を図るとともに 他 の分野にお

イ
す暑£恩[ぽ

L書
,讐li赫[鳥憬|

る必要がぁることを路まえ 従 事者に
対する事業収入の適切な配分に努める
こと。(経営者、閃係団体等)

ウ 従 '者 の定着の状況゛を節案し、必

至垢傷ま撓借:ま[:I[意港橙う?
撃斑基倉勝:晨垢ミ需嵩栃機貰:需最

Q 彙盆烏議象:息楚
国`地方公共団体)

ア 綸 与 物 価等の経済rll向や地域間の

蘇:ξ憶蓑職:塁憂叢ス:准輩警憩鵞
従事者の労働実態を把撻すること,を
通して 国 民の負担している屎険料o
の水理にも留意しながら、適切な水準
の介璽報ll等を設定すること。〈国 地
方公共団体)

イ キ ャリアと館ヵに見合う給朝ホスの
和築等の観点から、介護福lll士や社会
福'I±0の 専「,社の高い人材を配置し
た場合の介穫報酬苺による軒価のなり
方について検、を行うこと。(国 地 方
公共団体)

0 労 働]キ問等
ア 通 4呻 両労働41の適用されていない
小規模の 'ヽ奥所における理40時Ftn労働
lllの導入 完全週休2曰制の普及など
労働1キl.Iの短縮の推進に努めること。
また、仕,と 家庭の両立が図られるよ

ラ 割 画的付与笠による有給休暇の完
全取得を曰七した取紅ゃ"児 休業 介
護体業の取得 職 場内ス育の充実等を
推進すること。(経営著 関 係団体等
国、地方公共団体)

イ 従 薔者に過菫な業務の食Eを 強いる
ことのないよう 遭 切な勤務体制を薇
'す ること。鮭 営者 関 係団体籠)

0 労 働略 法規の連守等
ア 労 働基準法 〈昭和22年法律第49号)
や労働安全術生法 (昭和47年法律第57
→ 奪の労働関係法規を連ヽすること,
罐 普者、関係団体等)

イ 短 時間労働者については 短 時間労
働者の雇用管理の改善等に関する法律
(平成 5年法律第76■)に 基づき 通

常の労働者との均衡を考慮しつつ 短
時間労働者の職務の内容ゃ凛務の成
果 経 験答を動案し そ の賃金,教 育
割1練の実施その他の待遇を決定するな
ど 多 様な人材がそれそれ蟻 望に応
し そ の有する能力を―層発揮できる
層月環境を整備すること.(終昔者 関
係団体等)

ウ 労 働関係法規ゃ福・dl 介麟制度関連
法規等の法令を連守した適切な逮普が
拉保されるよう 経 営者の費導監督●
を行うこと.〈国 地 方/AN共団体)

0 誕 藤篠理対策S

ア 従 事者が,い身ともに充実して仕事が
できるよう よ り充実した健康診断を
実施することはもとより 腰 痛対策●
の健壼管理対策のIIt進を図ること、軽
彗音、関係団体等 国 、地方公共団わ

イ 従 事者のストレスを緩和し 心 の健
康の保持増進を図る観点から、相餃体
t41を整備するなど メ ンタ,レヘルス対
策笠の推淮を図ること.(経営者 関 係
団体● 口  地 方公共団体)

ウ 利 用者の安全を確保し、従事者が安
心して仕事ができるよう 日 頃より医
療機関や保撻所等との連携に努めると
ともに 手 洸いや消毒の励行等の感染
症対策の推進を図ること.確 営者 関
係団体等、国 地 方/AN共団体)

0 職 員配置     .

従事者の労働の資担を考麒し ま た、
一定の質のサービスを拉保する観点か
ら 職 員配置の在り方に係る基椰幅につ
| て`検●lを行うこと.〈厠)

0 福 利厚生      .

従事者の余収活動や日常生活に対する
支談を行うなど 従 事者のニーズに的植
に対応した福ォ1厚生事業の推進を図るこ

と.(経営志 福ヽ厚生センターその他の

関係団体贅〉

0 適 正な雇月管理の推進

経営者に対する雇用管理に関する相談

華業 介 護労働者の雇用管理の改善Sに

関する法律 (平成4年 法律第63号)に 基
づく助成0の 活用の促遮、福祉 介 破
サービスの実態に応した雇用管理の″事
例の情報提供等に取 り組むこと。(経営
者 介 麟労働安定センターその他の関係
団体等)

◎ 業 務の省力化●
ア IT技 術や自動果を含む福祉用民の

敏極的な活用等を通して 業 務の●カ
化に努めること.(経営普 |1係団体笞
国 地 方公共団"

イ サ ービスの提供に関する祀燎等の各
麺書類の作成に係る事務の効率イヒ 綺
素化に努めること。は 営者、関係団体
等 国 、地方公共団体)

0 そ の他

従事者の育児休業や研修受講●の事情
により、人員が生じる場合に、円滑に代
替職員が砿保できるよう 支援すること.

嬬 祉人材センター 福 祉人材バンクそ
の他の関係団体等)

●' 新たな経営モデルの紺築

Cl 福 祉 介 寝サービスが人によって支え
られる事業であることを踏まえ 福 祉
介躍サービスを行うのにふさわしい経営
理念を確立するとともに 質 の高い,一
ビスを確保する観点から、サービスの内
容に応した採用方針や構成方針の“立な
ど 明 確な人事戦略を織立すること.(経
替著 関 係団体等)

0 現 状において多数を占める小規襖かつ

鮨"な 経営基盤からの脱却を図るため
複数の福l■ 介 隣サービスの実施又は従
,者 の共l■l採用や人事交流 資 材の共同
“入 餃 Ⅲの共同利用など経営著間の
ネットワークの和条を進めること0に よ
り 経 営菖盤を強化すること.(経普者、
関係団体●〉

◎ 竹 lllをoが 労働興籠の政,や キャリア
アップの仕組みの構築等の取組の重要性
を十分認識すること等を遮して、螢0ヽ

い人材を硫保し 薇 の高いサービスを提
供するための組織体Illを確立すること.

(経営I 関 係剛rl答)

0 福 祉 介 護11度の下で 柔 軟かつ創承
工夫を活かした経営を行うことができる
よう、社会“祉法人ll度改革衛の規制改
革をIrt進すること。(国 地 方公共団体)

0 経 哲主体や事業の規検 狐 類 地 域特
性に応した経営の実態を把握するととも
に こ れらを踏まえた福祉 介 鵬サービ
スを行うのにふさわしい経営IIt念や経営
の在り方を研究し 先 進的な取紅につい
ての画知を図るなど そ の成果について
普及を回ること。(関係団体, 国  地 方
公共団体)

0 福 ll 介 型サービスに係る事業の施
設 置 仙の整構や事業の延普に係る融資
を行うほか 経常の安定化に資するため
経せ診斬■業●を推進すること.〈独立行
政法人福祉●療機“その他の関係団体
"

(0 介 喪技術等に関する研究及び■及
0 利 用者の自立を支機し よ り質φ高い

価tr 介 護サービスを提供する観点か
ら 白 助具を含む福祉用尽や住期 の整
‖年の研究を行うとともに そ の成果に
ついて普及を図ること,経 常青 関 係田
体椰 国  地 方公共団体)

② 従 事者の資担を軽減する観点から 腰
流対策うに関する介噸技術について こ
れまでの研究成果の膵価 分 析を行いつ
つ、より迪l■かつ央餞的な技術の研究及
び普及を図ること.帷 薔者 轍 能団体
養成機関の団体その他の関係団体0国
地方公共団体)
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アップの■組みなと、福祉 介 疵サービ
ス分野における従事者のキャリアバスを
構築すること。(経営者 関 係団体0国 、
地方公共口詢

0 福 祉 介 霰サービス分野におけるキャ
リアバスに対応した生涯を通した研修体

[ζl][lii:を:富骨首骨:3『
lt方公共団体)°
1][]會言‡を〔〔‡るil[::[
はするとともに、従゛者の自己研薇が図

illi:纂[]を|§:31:113
'T)の 曲 に努めること。〈経営菫 関
係団体0)

°
点1書

者
3濡:ιI孟落【亀労濡勇,最

Xllを支援する教育訓績綸付制度を適切に
迅営すること.〈国)

0 従 “わ 多様な業務を経験する機会を
確憮する観点から 経 営密間のネット
ワークを活かした人事交流等を通して、
人材の市成を図ること.礎 管者 閲 係団
体等)

0 国 家資格等の有贅権者について さ ら
に高い専円性を認証する仕組みの構築を
図るなど 従 事者の資質向上に取りIntl
こと.〈職能団体 養 成機lltの団体その他
の関係団体等)

福祉 介 護サービスの同知 理 解
① 教 育機関0が 生徒等に対して、ボラン
ティア体験の機会をIt供するなど 成 長
震諧に応して福祉 介 護サービスの意義

や菫要性につぃての理解と体摯ができる
よう、働きかけを,う こと.lle営青 闘
係団体答 回 、地方公共団体〉

② 福 祉 介 破サ■ビスの職場体験の実
施 マスメディアを通した広報活動 こ
れらを重点r.に実出する期間の餃定等、
関係各機関の連機の下 若 年層を始めと
する幅広い層に対し、認知症等の福祉
介鞭サービスの禾1月著やこうした利用者
を支える福祉 介 璽サービスについての
理解を求めること.(経営者 職 驚lI体、
養成機関の団体その他の関係団体等 国
地方公共団o

O 施 設のjL域開放やボランティアの受入
れ、地域活動への積極的な参加など 地
域との交流を図ること。帷 営者 関 係団
体等)

0 将 来を担う人材を育てていくことが、
福tlL 介議サービスゃ絡営者の社会的な
評4Lを高めていくことにつながるといぅ
観点に立って、福71t 介麟サービス分野
への就業を目指す実習生を積極的に受け
入れるとともに 実 習を受け入れる施設
における適切な受入体制を確保するこ
と.〈経営者 関 係団体●、国 地 方公共
団体)

4 潜 在"有 資権者等の参入の促進等
0)介 雛福祉士や社会福祉士等の有資格者の
活用●の促進

介痰福祉士や社会福祉士等の資格制度の
■及を図るとともに、これらの有女格者の
活用等の促進を図ること.〈経営者 関 係団
体● 国  地 方/AN共団体)

(2)澄 在的有資格者等の参入の促遮
0 せ 在的有資格者等について、競妙 現
状ゃ離職の理由、福祉:介議サービス分
野への再就来の意向等の実態をlEEす る
こと.m係 団体等)

② 播 在的有資格者等に対して、就職説明
会の実施奪を通して 関 心を喚起し 福
祉 介 譲サービス分野への再琥業を働き
かけること。幅祉人材センター 福 祉人
材バンクその他の関係団体■)

0 泄 在的有資確苦等のつち 再就黎を希
望するものに対して 再 就葉が日情に進
むよう、関係団体苺ヽ公共職葉安定rr摯
との十分な連携による無料臓業紹介等の
実施0再 教書等を通して:焼 業の支援に
取り組むこと.〈福祉人材センター 椰 従
人材バンクその他の関係団体等、国)

0 福 祉 介 護サービス分野へ就業した潜
在的有姜僣者等について、将来にわたっ
て=定的に仕事ができるよぅ 相餃体ll
を整備するなど そ の定着の支援に取り
組むこと.〈福祉人材センター 福祉人材
′ヽンクそのlllの関係団体等)

5 多 様な人材の参入 参 画の促進
(0 福 祉 介 継サービス以外の他の分野に従

事する人材の参入の■進

0 多 様な人材を確保する観点から、福
祉 介 霞サービス以外の他の分野に従事
する者整に対して 就 職説明会の実施等
を通して、福祉 介 筵サービス分貯への

関.0を喚起し 琥 業を働きかけること.
(福祉人材センター 福 祉人材バンクそ

の他の関係団体等)

0 福 祉 介 躍サービス以外の他の分野に
従事する者等のうち、福祉 介 餃サービ
ス分野への就業を希望するものに対し
て 関 係団体等と公共琥薬安定所0と の

+分 な連続による無料職業紹介苺の実施
を通して、琥業の支援に取り組むこと。

(福祉人材センター 福 祉人材バンクそ
の他の関係団体筆 国 )

0 褥 社 介 鷲サービス以外の他の分野に
従事していた者等で 福 祉 介 籠サービ
ス分野へ就業したものにっぃて、将来に
わたつて安定的に仕事ができるよう 相
餃体制を臼精するなど、その定なの支援
に取り鉱むこと.(福祉人材センター 福
祉人材バンクその他の関係団体旬

0 不 1用者のサービスの選択に資すること
を目41Jとした第二者評価結果0公 表や情
報開示苺は、福祉 介 筵サービス分野ヘ
の続業を希望する者にとっても就業先の
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選択に資するものであることを略 まえ
これ らの鷺迪を図ること く経常す 関 係

団体0 国 、旭方公人団体)

(a 高船者●の参入 参面の促逸灯
0 高 齢者に対するrt7`すを通して 薔 齢

者が褐ll 介 誠サービス分野へ就来しや

すい 又 は、ポランティアとして参IIjし

やすい環境を整えるほか こ れまでの就

業経験の中で■ってきた継理ゃ労務管理

●の苺P,的知識 技 能のl.f月を図るこ

と,(経営者 関 係団体等 日 、れ方公共

同の

② 障 審者に,し  就 労支観を今む縦々な

支援を通して 欧 贅ォ|・自らの能力を十

分に発椰できる社会参加のモ動の一つと
して れ 祉 介 崚サービス分野への参

人 参 画を促辿すること。(経常者、関係
Fl体ヽ 国 ■ 方公共団体)

0 日 比経済運"協た0にょづく外国から
の介撻福祉士等の受入れに当たっては

国内における従,子 とのII衡●迎を描保
するなど 外 国人介設●lltSの 受入れ
が適切に行われ 現 場に混舌しが生するこ

とのないよう 十 //1な研修体 llや指導体
ill,を構築すること.〈経営者 関 係団体
, 国 )

第 4 経 営十 関 係団体い |びに国及びjt方公共
団体の役割と国民の役割

福祉 介 餃サービスの最大の基盤は人材であ
り 質 の高い人材が集まらなければ、質の高い
サービスの提供は困難となるという考え方の下
に、経僣者 関 係団体苺並びに国及び地方公共
団体がそれ動 の役割を果たし 処 遇の改善S
に取り紅むことが■要である。
これらの関係者が十分な速排を図りつつ さ

らには国民の,加 も得ながら.国 民lFyな理題と
して,2111紀 を担う福社 介 霞サービス分野の
人材の最と質を高めていくため 淮 もが生き/1

きと働ける魅力ある福lll 介餞サービス分"の
職場を乖立するとともに そ の社会的な評価の
F・l上を図ることに取り組んでいく必要がある.
それぞれの役割については以下のとおりとす

る。



l 経 普普及び関係団体Sの 役割

営Iう憾[lil!を『:,[|:柔懲:塁
騒attl警酬晨詰jょ

う
言[;【F

'― ビスを提供していくことヵ、重要である。

會:]ili]:IIIlii〕専i:をi
さらに 現 在、国民は、経驚状況やサービ

i:illll![[II[:::i:il
著告̀夫"I思欝穏写:[1:雛もま鳥懲[
ついて 糧 哲をゃ従事者の取組を支援するな

ギ1意蟄ftllた
すべき役割をヽ実に推進

2 地 方公共El体の役割
地方公共団体は ,業 者の指定や指導監督

を行い lL域 の実ヽに応して 住 民に対し必
要な補l■ 介 越サービスを施■するための計
画を策定するほか 事 業に係る費用の一部を
負担する等の役割を担っている.

このため 地 方公共団体は 福 祉 介 護lll
度関連法規等の法令を連守した適切な迅普が
確保されるよう、経営者に対する指導監督を
行うとともに 福 7L 介 贅サービスに関ゎる
法人 施 設、関係団体Sの 取組を杷猥しなが
ら 個 々の経彗ォではA・l応が難しい人材薇保

農llil修 £器想をF人

材の質的F・l上を支

ヽに、都道府県においては 厄 lll情勢を踏
まえ、■,者 の需給1犬況ゃ触業状況を把握す
るとともに従事者に対する研修体11の菫俯

[I喜機器螢層貪[3]( 子E浄3饉霊:
は行うことが難 しぃ人材確保の取れを進めて
いくことが重要である。

また ● 区町村においては 介 躊保険制度
の保険書として位置付けられているなど 福
祉 介 痰前度の実施主体としての立場から

を思貫:最近][麟t響彙991,夕:h〕
振興や広報活動苺を通して 福 祉 介 譲サー

ビスの意義ゃ重要任についての啓発に努める
とともに 従 す者に対するヽヽ の実施や相談
体lllの整備、経営著ゃ関係団体等のネット
ワークの構築など、■城の特`を 踏まえたき
0細 やかな人材破保の取組を進めていくこと
が重要である.

3 国 の役割

国は、事業に係る交月の一部を負担すると
ともに 福 祉 介 饉制度等の制度を企nu立案
し 基 準 報 酬等を策定するという役割を
担っている。

このため 人 材を籠保し 必 要なサービス
が国民に提供されるよう 国 は 必 要に応じ
て 法 人や施設の規模 薇 顆苺に応した経普

燎憲モ通}著 意量孝讐番予 定

着状況等の
ぅ

その結果を踏まえ 人 材の極保のためにど
のような嗅策が必要かを定期的に検討し 適
切に福祉 介 護41度等の制度の設計 見 直し
や介誕報酎等の設定を行う必要がある.

また 福 祉 介 霰政策と教育政策とが連携
を図りつつ、ポランティア体験等を通して
生徒等の成長段階に応して福祉 介 駆サービ
スに接する機会を積極的に設けることによ
り 国 民一人一人が身近な同層として福祉
介飩サービスに対する理解を深めていけるよ
うな環境を整備していく必要がある。
これに加え、福祉 介 饉政策と労働政策と

がそれそれの役割を果たしつつ 連 携して効
果的な人材破保の取Inを推進していく必要が
ある。

さらに 経 営者の指導監督 人 材の質の向
上奪に向けた関係者の取紅への支援 福 祉
介曖サービスのイメージアップなどの対策を
迅速かつ適切に行っ、いく必要がある.

4 6lEo&iij
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これからの福祉 介 取サービスは ォ1月者
自らのユーズに工づき サ ービスを選択する
ことを基本としており、質の高いサービスの

担い手の育成は 無 口な不1用者の存在なくし
て成り立たないものである。この意味で 国
民は消費普として質の高いサービスを選り分
けるとともに こ ぅしたサービスを■ばして
いくことに努めなければならず、そのために
は必要な情報開示や相餃体511の整備を経営者
や行政答に求めていくべきである.

また 議 が国の福all 介議制度は 国 民が
拠出する公|.・な財凛により運営されており
国民一人一人がこれを大切に不1用するという
節度ある利用者でなけれはならず こ のよう
な羅臓なしにサービスが利用されれは 真に
福祉 介 寝サービスが必要な利用者にサービ
スが行き届かないおそれもある。このよぅな
意味で 国 民は犠祉 介 望サービスを_L手く
利用しながら 自 立した日“生活を営むこと
を目指していくことが求められる.
さらに 福 祉 介 機サービスを支える税や

保険ヽの負jE者としての立場から 国 民は
必要な福tl 介 四サービスの糧や質の水準と
|・せて こ れを極保するために必要となる負
担の水準も考えていくことが求められる.

このほか、国民の生活を文えていくために
は 公 的な福祉 介 露ll度に基づく福祉 介
腱サービスのみなら,地 域社会雪における
支え合いを併せた濾届的な文技体制を整側し
ていくことも重要であり 国民は、ポランティ
ア苺への参面を通して こ うした地域社会笠
における支え合いを充実させていくことも重
要である。

第5 指 針の実施状況の商 r 検 証
国は、この指針が示す人材拉保のために耐ず

べき措置について 福 l■ 介 饉4崚 の見直しの

1:|[:l・iij:iこli想:::i::l::::l!i:を,:|!:
つ 人材“保対策をな実に推進するものとする。
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社会福祉事業に従事する者の確保を

図るための措置に関する基本的な指針

近年、我が国においては、少子高齢イとの進行や世帯構成の変化、国民

のライフスタイルの多様化等により、国民の福祉 ・介護サービスヘのニ

ーズ (以下 「福祉 ・介護ニーズ」という。)が さらに増大するとともに、

認知症等のより複雑で専門的な対応を必要とするニーズの顕在化等を背

景として、質的にもより多様化、高度化している状況にある。

福祉 ・介護サービスを供給する各種の制度 (以下 「福祉 ・介護制度」

という。)は 、この間様々な見直しが行われ、着実に充実してきている。

しかしながら、福祉 ・介護制度が国民の福祉 ・介護ニーズに応えるよう

十分機能していくためには、福祉 ・介護サービスを担う人材の安定的な

確保が前提となる。

他方、少子高齢化の進行等の下で、15歳から64歳までの者 (以下 「生

産年齢人口」という。)の 減少に伴い、労働力人口も減少が見込まれる一

方、近年の景気回復に伴い、他の分野における採用意欲も増大している。

また、福祉 ・介護サービス分野においては、高い離職率と相まつて、常

態的に求人募集が行われ、一部の地域や事業所では人手不足が生じてい

るとの指摘もある。このような状況を考慮すると、福祉 ・介護サービス

分野は最も人材の確保に真会Jに取り組んでいかなければならない分野の

一つであり、福祉 ・介護サービスの仕事がこうした少子高齢社会を支え

る働きがいのある、魅力ある職業として社会的に認知され、今後さらに

拡大する福祉 ・介護ニーズに対応できる質の高い人材を安定的に確保し

ていくことが、今や国民生活に関わる喫緊の課題である。
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平成 27年 には、いわゆる団塊の世代の全員が高齢者 (65歳以上の者を

いう。以下同じ。)と なり、これらの者が後期高齢者 (75歳以上の者をい

う。以下同じ。)と なる平成 37年 には、全人口に占める高齢者人日の割

合が3割 を超えると見込まれることを見据え、社会福祉法人に限らず、

営利法人や特定非営利活動法人等を含めた経営者 (福祉 ・介護サービス

に係る事業を経営する者をいい、この指針中、処遇の改善に係る部分を

除き、福祉 ・介護サービスに係る事業を経営する場合の国及び地方公共

団体を含む。以下同じ。)、福祉 ・介護サービスの増進に寄与する取組を

行 う法人又は団体 (以下 「関係団体等」という。)並 びに国及び地方公共

団体が、十分な連携の下、この指針に基づき、それぞれ必要な措置を講

じ、福祉 ・介護サービス分野において質の高い人材の確保に努めること

が重要である。

この指針は、社会福祉法 (昭和 26年法律第45号)第 89条第 1項の規

定に基づき、同法第2条 に規定する社会福祉事業における人材確保を図

るために定めるものである。一方、介護保険制度における居宅介護支援

や訪間リハビリテーション、特定施設入居者生活介護等社会福祉事業に

は該当しないが社会福祉事業と密接に関連するサービスが拡大している。

これらのサービスは社会福祉事業と不可分に運営される場合もあり、同

様に国民の福祉 ・介護ニーズに対応していることから、社会福祉事業と

これらのサービスを合わせ、一体的な人材の確保に努めることが必要と

なってきている。このため、社会福祉事業には該当しないが社会福祉事

業と密接に関連するサービスについても、この指針が人材確保のための

取組の参考となるものとの認識の下、この指針では、これらのサービス

を合わせて、「福祉 ・介護サービス」と総称し、人材確保のための取組を

共通の枠組みで整理することとする。



1 就 業の動向

1 労 働市場全体における就業の現況と今後の見通し

国立社会保障 。人口問題研究所による 「日本の将来推計人口」(以下

「将来推計人口」という。)(平 成 18年 12月推計)の 中位推計 (以下

「平成 18年 12月推計」という。)に よれば、少子化の進行等により、

生産年齢人日は平成 17年の約 8,442万人から、いわゅる団塊の世代の

全員が65歳 以上となる平成27年 には約 7,681万人にまで減少するも

のと見込まれており、これに伴い、労働力人口も減少することが見込

まれている。

2 福 祉 ・介護サービスにおける就業の現況

現に福祉 ・介護サービスに従事する者 (以下 「従事者」という。)は、

平成 17年現在で約328万人であるが、介護保険制度の創設や障害者福

祉制度の見直し等による福祉 ・介護サービスの質の充実、量の拡大に

伴い、その数は急速に増カロしており、平成5年 と比べて約 46倍 とな

つている。とりわけ高齢者に関連するサービスに従事する者の伸びは

著しく、平成 5年 の約 17万人と比べて、平成 17年には約 197万人と、

約 12倍に達しており、従事者の多数を占めている。

さらに、従事者の特徴として、

① 女 性の占める割合が高く、介護保険サービスにおいては、平成 16

年の実績で約8割 を占めていること

② 非 常勤職員の占める割合が近年増カロしてきており、介護保険サー

ビスにおいては、平成 17年の実績で約4割 、このうち、訪問介護サ

ービスについては非常勤職員が約8割 を占めていること
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③ 入 職率及び離職率が高く、平成 16年における介護保険サービスに

従事する介護職員の数に対するその後 1年 間の採用者数の割合は約

28%、 離職者数の割合は約20%で あること

④ 給 与の水準は、業務内容や勤続年数等を勘案して、経営者と従事

者との間の契約で決められるものであり、その高低について一律に

比較を行 うことは困難であるが、例えば平成 17年においては、従事

者の給与の平均を他の分野を含む全治働者の給与の平均と単純に比

較すると、低い水準にあること

等が挙げられる。

このように、従事者が着実に増カロしているにもかかわらず、離職率

が高く、労働移動が激 しい状況にあることから、常態的に求人募集が

行われることもあり、介護関連職種の平成 18年度における有効求人倍

率は、パー トタイムを除く常用で122倍 、常用的パー トタイムで308

倍と、全職種 (パー トタイムを除く常用で 092倍 、常用的パー トタイ

ムで 1.35倍)と 比較して高い水準にあり、特にパー トタイムにおける

労働需要は大きなものとならている。

介護の専門職である介護福祉士についてみると、介護保険サービス

に従事する介護職員のうち、その占める割合が介譲保険施設において

は約4割 、居宅サービスにおいては約 2割 に達している中、介護の現

場では介護職員の量的確保にとどまらず、専門性の高い人材が求めら

れている。一方で、平成 17年までに介護福祉士の国家資格を取得して

いる者約 47万人のうち、実際に福祉 ・介護サービスに従事しているも

のは約 27万人に留まっており、いわゆる 「潜在的介護福祉士」が多数

存在している。

また、相談援助の専門職である社会福祉士についてみると、従来の

福祉 ・介護サービス分野における相談援助にとどまらず、保健医療、

司法、教育など多様な分野との連携のほか、地域包括支援センターの

職員の任用資格として位置付けられるなど、地域における福祉 ・介護
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サービス資源の開発又は活用についての幅広い活動が期待されている。

その一方で、社会福祉士の社会的な認知度が必ずしも高くないことも

あり、その任用が進んでいないなど、社会福祉士の有する専門性が有

//‐9に活用されているとはいえない状況にある。

さらに、保育士については、保育所の入所児童に対する保育業務以

外にも、地域住民の子育てに関する相談業務を始めとする地域の子育

て支援など、その活躍の領域が拡大しており、多様化する業務内容に

対応できる資質の高い保育士の確保が求められている。

3 福 祉 ・介護サービスにおける今後の就業の見通し

今後の後期高齢者人口は、将来推計人口 (平成 14年 1月推計)の 中

位推計によれば、平成 16年の約 1,110万人から平成 26年には約 1,530

万人 (平成 18年 12月推計によれば、約 1,600万人)に 達すると見込

まれるとともに、介護保険制度における要介護認定者及び要支援認定

者は、平成 16年の約 410万人から、平成 26年 には約60o万人から約

640万人に達すると見込まれ、今後、高齢者に対する介護保険サービス

の需要がますます拡大していくこととなる。

また、障害福祉サービスを利用する障害者についても、平成 17年の

約 40万人から平成 23年には約 60万人に達すると見込まれ、高齢者と

同様、障害者に対する障害福祉サービスの需要もますます拡大してい

ぐこととなる。

さらに、保育分野については、女性の就業継続の希望を実現する観

点から、特に3歳未満の児童の保育サービスの拡充が求められており、

「子ども ・子育て応援プラン」(平成 16年少子化社会対策会議決定)

において、保育所の受入れ児童数を平成 21年度までに約 215万人に拡

大することとされるなど、保育サービスの需要も今後さらに拡大して

いくことが見込まれる。
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このように、今後、これら以外の分野も含め、少子高齢化の進行や

世帯構成の変化、国民のライフスタイルの多様化等に対応して、多様

な福祉 ・介護サービスの需要の拡大が見込まれている。

こうした状況の中で、例えば将来必要となる介護保険サービスに従

事する介護llt員については、平成 16年の約 100万人から、平成 26年

には、

① 仮 に後期高齢者人口の伸びに比例して職員数が増加することとし

た場合、約 140万人に、

② 仮 に要介護認定者数の伸びに比例して職員数が増加することとし

た場合、約 150万人から約 160万人に、

増カロするものと見込まれ、少なくとも今後 10年間に、約 40万人から

約 60万 人の介護職員の確保が必要となる。また、この介護職員数を労

働力人口に占める割合として示せば、平成 16年の約 15%か ら、平成

26年 には、約 21%か ら約 24%に まで増カロするものと見込まれる。こ

れにカロえて、福祉 ・介護サービス分野においては、従事者に占める離

職者の割合が全労働者に占める離職者の割合と比較して高いことや平

成 27年 までに福祉 ・介護サービス分野においても団塊の世代が退職し

ていくことから、これらの離職者を補充する人材等の確保が相当数必

要となる。
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2 人 材確保の基本的考え方

第 1で述べた状況を踏まえれば、今後ますます拡大していく国民の福

祉 ・介護ニーズに対応 していくためには、福祉 ・介護サービス分野にお

いて、他の分野と比較しても特に、人材を安定的に確保していくことが

求められている。福祉 ・介護サービス分野において、将来にわたって安

定的に人材を確保 していくためには、例えば、主に若年期に入職して正

規雇用で長期間にわたり就労する者、ライフスタイルに対応した多様な

雇用形態で就労を希望する者など、様々な就労形態の従事者がいること

を念頭に置きつつ、人材を確保していくために必要な対策を重層的に講

じていくことが必要である。

このため、就職期の若年層を中心とした国民各層から選択される職業

となるよう、他の分野とも比較して適切な給与水準が確保されるなど、

労働環境を整備する必要がある。また、従事者のキャリアアップの仕組

みを構築するとともに、国家資格等を取得するなど、高い専門性を有す

る従事者については、その社会的な評価に見合 う処遇が確保され、従事

者の努力が報われる仕組みを構築する必要がある。

さらに、今後の少子高齢社会を支える働きがいのある仕事であること

を積極的に周知 ・広報することを通じて、福祉 ・介護サービスの仕事が

魅力ある職業として社会的に認知されていくことが重要である。

こうした取組と併せて、介護福祉士や社会福祉士、ホームヘルパー等

の資格を有していながら実際に福祉 ・介護サービス分野に就業していな

い者 (以下 「潜在的有資格者」という。)が多数存在すること等を踏まえ、

こうした潜在的有資格者等の掘り起こし等を通じて、これらの者の活用

を促進するとともに、多様な人材を確保する観点から、福祉 ・介護サー

ビス以外の他の分野に従事する者や高齢者等の参入 ・参画の促進を図る

ことも重要である。
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こうした観点に立って、福祉 ・介護サービス分野における人材の確保

のための視点を整理すれば、

① 就 職期の若年層から魅力ある仕事として評価 。選択されるようにし、

さらには従事者の定着の促進を図るため、「労働環境の整備の推進」を

図ること

② 今 後、ますます増大する福祉 ・介護ニーズに的確に対応 し、質の高

いサービスを確保する観点から、従事者の資質の向上が図られるよう、

「キャリアアップの仕組みの構築」を図ること

③ 国 民が、福祉 ・介護サービスの仕事が今後の少子高齢社会を支える

働きがいのある仕事であること等について理解し、福祉 ・介護サービ

ス分野への国民の積極的な参入 ・参画が促進されるよう、「福祉 ・介護

サービスの周知 ・理解Jを 図ること

④ 介 護福祉士や社会福祉士等の有資格者等を有効に活用するため、潜

在的有資格者等の掘 り起こし等を行 うなど、「潜在的有資格者等の参入

の促進」を図ること

⑤ 福 祉 ・介護サービス分野において、新たな人材として期待されるの

は、他分野で活躍 している人材、高齢者等が挙げられ、今後、こうし

た 「多様な人材の参入 。参画の促進」を図ること

などが挙げられる。

これらの視点に立った具体的対策を着実に講ずることにより、必要な

人材を確保することが可能と考えられ、まずは、こうした視点に立って、

関係者が第3に 掲げる事項に総力を挙げて取り組み、国内における労働

力を確保していくことが重要であり、当面、福祉 ・介護ニーズの一層の

拡大が見込まれる、いわゆる団塊の世代の全員が高齢者となる平成 27年

を見据えて、重点的に取り組む必要がある。

なお、今後、国内の労働力のみでこうしたニー
ズに対応する人材を広

く確保していくことは困難であり、外国人労働者の受入れは不可避では

ないかとの問題提起もある。これについては、労働市場への影響、滞在
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3 人 材確保の方策

第 2で 述べた視点を踏まえて、福祉 ・介護サービス分野における必要

な人材を確保するには、関係者は特に以下に掲げる5項 目に総力を挙げ

て取り組むことが重要である。なお、括弧内は、各事項において取り組

むべき主体を示している。

1 労 働環境の整備の推進等

(1)労 働環境の改善

① 給 与等

ア キ ャリアと能力に見合 う給与体系の構築等を図るとともに、他

の分野における労働者の給与水準、地域の給与水準等も踏まえ、

適切な給与水準を確保すること。なお、給与体系の検討に当たっ

ては、国家公務員の福祉職俸給表等も参考とすること。(経営者、

関係団体等)

イ 質 の高い福祉 ・介護サービスを提供するためには、質の高い人

材を確保する必要があることを踏まえ、従事者に対する事業収入

の適切な配分に努めること。(経営者、関係団体等)

ウ 従 事者の定着の状況等を勘案し、必要に応 じ、従事者に対する

事業収入の配分の状況についての実態を把握 し、福祉 ・介護サー

ビス分野における経営者の全般的な状況や個別の優良事例等を公

表すること。(国、地方公共団体)

② 介 護報酬等の設定

ア 給 与、物価等の経済動向や地域間の給与の格差等を勘案しつつ、

従事者の給与等の水準や事業収入の従事者の給与等への分配状況



を含め、経営実態や従事者の労働実態を把握すること等を通じて、

国民の負担している保険料等の水準にも留意しながら、適切な水準

の介護報酬等を設定すること。(国、地方公共団体)

イ キ ャリアと能力に見合う給与体系の構築等の観点から、介護福祉

士ゃ社会福祉士等の専門性の高い人材を配置した場合の介護報酬

等による評価の在り方について検討を行うこと。(国、地方公共団

体)

③ 労 働時間等

ア 週 40時 間労働制の適用されていない小規模の事業所における

週40時 間労働制の導入、完全週休 2日制の普及など、労働時間

の短縮の推進に努めること。また、仕事と家庭の両立が図られる

よう、計画的付与等による有給体1段の完全取得を目指した取組や

育児休業・介護休業の取得、職場内保育の充実等を推進すること。

(経営者、関係団体等、国、地方公共団体)

イ 従 事者に過重な業務の負担を強いることのないよう、適切な勤

務体制を確保すること。(経営者、関係団体等)

④ 労 働関係法規の遵守等

ア 労 働基準法 (昭和 22年法律第49号 )や 労働安全衛生法 (昭和

47年法律第 57号)等 の労働関係法規を遵守すること。(経営者、

関係団体等)

イ 短 時間労働者については、短時間労働者の雇用管理の改善等に関

する法律 (平成 5年法律第76号)に 基づき、通常の労働者との均

衡を考慮しつつ、短時間労働者の職務の内容や職務の成果、経験等

を勘案し、その賃金や教育訓練の実施その他の待遇を決定するなど、

多様な人材がそれぞれの希望に応じ、その有する能力を一層発揮で

きる雇用環境を整備すること。(経営者、関係団体等)

ウ 労 働関係法規や福祉・介護制度関連法規等の法令を遵守した適切
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な運営が確保されるよう、経営者の指導監督等を行 うこと。(国、

地方公共団体)

⑤ 健 康管理対策等

ア 従 事者が心身ともに充実して仕事ができるよう、より充実した

健康診断を実施することはもとより、腰痛対策等の健康管理対策

の推進を図ること。(経営者、関係団体等、国、地方公共団体)

イ 従 事者のス トレスを緩和し、心の健康の保持増進を図る観点か

ら、相談体制を整備するなど、メンタルヘルス対策等の推進を図

ること。(経営者、関係団体等、国、地方公共団体)

ウ 利 用者の安全を確保し、従事者が安心して仕事ができるよう、

日頃より医療機関や保健所等との連携に努めるとともに、手洗い

や消毒の励行等の感染症対策の推進を図ること。(経営者、関係団

体等、国、地方公共団体)

⑥ 職 員配置

従事者の労働の負担を考慮し、また、一定の質のサービスを確保

する観点から、職員配置の在 り方に係る基準等について検討を行う

こと。(国)

⑦ 福 利厚生

従事者の余暇活動や日常生活に対する支援を行 うなど、従事者の

ニーズに的確に対応した福利厚生事業の推進を図ること。(経営者、

福利厚生センターその他の関係団体等)

③ 適 正な雇用管理の推進

経営者に対する雇用管理に関する相談事業、介護泊働者の雇用管

理の改善等に関する法律 (平成4年 法律第63号)に 基づく助成金の



活用の促進、福祉 ・介護サービスの実態に応じた雇用管理の好事例

の情報提供等に取り組むこと。(経営者、介護労働安定センターその

他の関係団体等)

⑨ 業 務の省力化等

ア IT技 術や自助具を含む福祉用具の積極的な活用等を通じて、

業務の省力化に努めること。(経営者、関係団体等、国、地方公共

団体)

イ サ ービスの提供に関する記録等の各種書類の作成に係る事務の

効率化 ・簡素化に努めること。(経営者、関係団体等、国、地方公

共団わ

⑩ そ の他

従事者の育児休業や研修受講等の事情により、欠員が生じる場合

に、円滑に代替職員が確保できるよう、支援すること。(福祉人材セ

ンター、福祉人材バンクその他の関係団体等)

(2)新 たな経営モデルの構築

① 福 祉 ・介護サービスが人によって支えられる事業であることを踏

まえ、福祉 ・介護サービスを行うのにふさわしい経営理念を確立す

るとともに、質の高いサービスを確保する観点から、サービスの内

容に応じた採用方針や育成方針の確立など、明確な人事戦略を確立

すること。(経営者、関係団体等)

② 現 状において多数を占める小規模かつ脆弱な経営基盤からの脱却

を図るため、複数の福祉 ・介護サービスの実施又は従事者の共同採

用や人事交流、資材の共同購入、設備の共同利用など経営者間のネ
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ットワークの構築を進めること等により、経営基盤を強化すること。

(経営者、関係団体等)

③ 管 理者等が労働環境の改善やキャリアアップの仕組みの構築等の

取組の重要性を十分認識すること等を通じて、質の高い人材を確保

し、質の高いサービスを提供するための組織体制を確立すること。

(経営者、関係団体等)

④ 福 祉 ・介護制度の下で、柔軟かつ創意工夫を活かした経営を行う

ことができるよう、社会福祉法人制度改革等の規制改革を推進する

こと。(国、地方公共団体)

⑤ 経 営主体や事業の規模 ・種類、地域特性に応じた経営の実態を把

握するとともに、これらを踏まえた福祉 ・介護サービスを行うのに

ふさわしい経営理念や経営の在り方を研究し、先進的な取組につい

ての周知を図るなど、その成果について普及を図ること。(関係団体

等、国、地方公共団体)

⑥ 福 祉 ・介護サービスに係る事業の施設 ・設備の整備や事業の運営

に係る融資を行 うほか、経営の安定化に資するため、経営診断事業

等を推進すること。 (独立行政法人福祉医療機構その他の関係団体

等)

(3)介 護技術等に関する研究及び普及

① 利 用者の自立を支援し、より質の高い福祉 ・介護サービスを提供

する観点から、自助具を含む福祉用具や住環境の整備等の研究を行

うとともに、その成果について普及を図ること。(経営者、関係団体

等、国、地方公共団体)
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2 キ ャリアアップの仕組みの構築

① 質 の高い介護福祉士や社会福祉士、保育士等を確保する観点から、

資格制度の充実を図り、その周知を行 うこと。また、有資格者等の

キャリアを考慮した施設長や生活相談員等の資格要件の見直しや社

会福祉主事から社会福祉士へのキャリアアップの仕組みなど、福

祉 ・介護サービス分野における従事者のキャリアパスを構築するこ

と。(経営者、関係団体等、国、地方公共団体)

② 福 祉 ・介護サービス分野におけるキャリアパスに対応した生涯を

通じた研修体系の構築を図るとともに、施設長や従事者に対する研

修等の充実を図ること。(経営者、職能団体その他の関係団体等、国、

地方公共団体)

③ 従 事者のキャリアアジプを支援する観点から、働きながら介護福

祉士、社会福祉士等の国家資格等を取得できるよう配慮するととも

に、従事者の自己研鑽が図られるよう、業務の中で必要な知識 ・技

術を習得できる体制 (OJT)や 、職場内や外部の研修の受講機会

等 (OFF― 」T)の 確保に努めること。(経営者、関係団体等)

④ 従 事者のキャリアアップを支援する観点から、労働者の主体的な

能力開発の取組を支援する教育ラ1練給付制度を適切に運営すること。

(国)

⑤ 従 事者の多様な業務を経験する機会を確保する観点から、経営者

間のネットワークを活かした人事交流等を通じて、人材の育成を図

ること。(経営者t関 係団体罰



β 福 祉 ・企護サービスの周知 ・理解

① 教 育機関等が生徒等に対して、ボランテイア体験の機会を提供す

るなど、成長段階に応じて福祉 ・介護サービスの意義や重要性につ

いての理解 と体験ができるよう、働きかけを行うこと。(経営者、関

係団体等、国、地方公共団体)

② 福 祉 ・介護サービスの職場体験の実施、マスメディアを通じた広

報活動、これ らを重点的に実施する期間の設定等、関係各機関の連

携の下、若年層を始めとする幅広い層に対し、認知症等の福祉 ・介

護サービスの利用者やこうした利用者を支える福祉 ・介護サービス

についての理解を求めること。(経営者、職能団体、養成機関の団体

その他の関係団体等、国、地方公共団体)

③ 施 設の地域開放やボランティアの受入れ、地域活動への積極的な

参カロなど、地域との交流を図ること。(経営者、関係団体等)

④ 将 来を担 う人材を育てていくことが、福祉 ・介護サービスや経営

者の社会的な評価を高めていくことにつながるという観′点に立って、

福祉 ・介護サービス分野への就業を目指す実習生を積極的に受け入

れるとともに、実習を受け入れる施設における適切な受入体制を確

保すること。(経営者、関係団体等、国、地方公共団体)
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4 潜 在的有資格者等の参入の促進等

(1)介 護福祉士や社会福祉士等の有資格者の活用等の促進

介護福祉士や社会福祉士等の資格制度の普及を図るとともに、これ

らの有資格者の活用等の促進を図ること。(経営者、関係団体等、国、

地方公共団体)

(2)潜 在的有資格者等の参入の促進

① 潜 在的有資格者等について、就業の現状や離職の理由、福祉 ・介

護サービス分野への再就業の意向等の実態を把握すること。(関係団

体等)

② 潜 在的有資格者等に対して、就職説明会の実施等を通じて、関心

を喚起し、福祉・介護サービス分野への再就業を働きかけること。(福

祉人材センター、福祉人材バンクその他の関係団体等)

③ 潜 在的有資格者等のうち、再就業を希望するものに対して、再就

業が円滑に進むよう、関係団体等や公共職業安定所等との十分な連

携による無料職業紹介等の実施や再教育等を通じて、就業の支援に

取 り組むこと。(福祉人材センター、福祉人材バンクその他の関係団

体等、国)

④ 福 祉 ・介護サービス分野へ就業した潜在的有資格者等について、

将来にわたって安定的に仕事ができるよう、相談体制を整備するな

ど、その定着の支援に取り組むこと。(福祉人材センター、福祉人材

バンクその他の関係団体等)
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5 多 様な△量の参入二参画の促進

(1)福 祉 ・介護サービス以外の他の分野に従事する人材の参入の促進

① 多 様な人材を確保する観点から、福祉 ・介護サービス以外の他の

分野に従事する者等に対して、就職説明会の実施等を通じて、福祉 ・

介護サービス分野への関心を喚起し、就業を働きかけること。(福祉

人材センター、福祉人材バンクその他の関係団体等)

② 福 祉 ・介護サービス以外の他の分野に従事する者等のうち、福祉 ・

介護サービス分野への就業を希望するものに対して、関係団体等と

公共職業安定所等との十分な連携による無料職業紹介等の実施を通

じて、就業の支援に取り組むこと。(福祉人材センター、福祉人材バ

ンクその他の関係団体等、国)

③ 福 祉 ‐介護サービス以外の他の分野に従事していた者等で、福祉 ・

介護サービス分野へ就業したものについて、将来にわたって安定的

に仕事ができるよう、相談体制を整備するなど、その定着の支援に

取 り組むこと。(福祉人材センター、福祉人材バンクその他の関係団

体等)

④ 利 用者のサービスの選択に資することを目的とした第二者評価結

果の公表や情報開示等は、福祉 ・介護サービス分野への就業を希望

する者にとっても就業先の選択に資するものであることを踏まえ、

これらの推淮を図ること。(経営者、関係団体等、国、地方公共団体)

(2)高 齢者等の参入 ・参画の促進等

① 高 齢者に対する研修等を通じて、高齢者が福祉 ・介護サービス分

野へ就業しやすい、又は、ボランティアとして参画しやすい環境を



整えるほか、これまでの就業経験の中で培つてきた経理や労務管理

等の専門的知識 ・技能の活用を図ること。(経営者、関係団体等、国、

地方公共団体)

② 障 害者に対し、就労支援を含む様々な支援を通じて、障害者が自

らの能力を十分に発揮できる社会参カロの活動の一つとして、福祉 ・

介護サービス分野への参入 ・参画を促進すること。(経営者、関係団

体等、国、地方公共団体)

③ 日 比経済連携協定等に基づく外国からの介護福祉士等の受入れに

当たっては、国内における従事者との均衡待遇を確保するなど、外

国人介護福祉士等の受入れが適切に行われ、現場に混乱が生ずるこ

とのないよう、十分な研修体制や指導体制等を構築すること。(経営

者、関係団体等、国)
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4 経 営者、関係団体等並びに国及び地方公共団体の役割と国民の役割

福祉 ・介護サービスの最大の基盤は人材であり、質の高い人材が集ま

らなければ、質の高いサービスの提供は困難となるという考え方の下に、

経営者、関係団体等並びに国及び地方公共団体がそれぞれの役割を果た

し、処遇の改善等に取り組むことが重要である。

これ らの関係者が十分な連携を図りつつ、さらには国民の参加も得な

がら、国民的な課題として、21世 紀を担う福祉 ・介護サービス分野の

人材の量と質を高めていくため、誰もが生き生きと働ける魅力ある福

社 ・介護サービス分野の職場を確立するとともに、その社会的な評価の

向上を図ることに取り組んでいく必要がある。

それぞれの役割については、以下のとおりとする。

1 経 営者及び関係団体等の役割

経営者は、健全な経営を維持し、従事者を雇用する立場から、適正

な給与水準の確保を始めとする労働環境の改善や従事者のキャリアア

ップの支援等を行つていくことにより、一人一人の従事者がその能力

を最大限に発揮することができる働きやすい環境の整備を行う役割を

担つている。

特に、福祉 ・介護サービスに係る事業の経営においては、人材の質

がサービスの質に大きな影響を与えることから、福祉 ・介護サービス

の利用者に対して、人材というサービスの提供基盤を最大限に活かし

て、質の高いサービスを提供していくことが重要である。

また、経営者は、経営理念に裏打ちされた人事制度の改革や経営者

間のネットワークの構築、関係団体等による活動への協力を最大限行

う必要がある。

‐
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さらに、現在、国民は、経営状況やサービスの提供体制等の施設運

営の状況についての実態を必ずしも十分に把握できる状況にはないこ

とから、経営者は、積極的にこれらの情報を開示していくことも必要

である。

他方、関係団体等は、個々の経営者や従事者のレベルでは対応する

ことが難しい課題について、経営者や従事者の取組を支援するなど、

それぞれが果たすべき役害Jを着実に推進する必要がある。

2 地 方公共団体の役割

地方公共団体は、事業者の指定や指導監督を行い、地域の実情に応

じて、住民に対し必要な福祉 ・介護サービスを確保するための計画を

策定するほか、事業に係る費用の一部を負担する等の役割を担ってい

る。

このため、地方公共団体は、福祉 ・介護制度関連法規等の法令を遵

守した適切な運営が確保されるよう、経営者に対する指導監督を行う

とともに、福祉 ・介護サービスに関わる法人、施設、関係団体等の取

組を把握しながら、個々の経営者では対応が難しい人材確保の取組や

研修の実施など人材の質的向上を支援していく必要がある。

特に、都道府県においては、雇用情勢を踏まえ、従事者の需給状況

や就業状況を把握するとともに従事者に対する研修体制の整備、経営

者や関係団体等のネットワークの構築など、広域的な視点に立って、

市区町村単位では行 うことが難しい人材確保の取組を進めていくこと

が重要である。

また、市区町村においては、介護保険制度の保険者として位置付け

られているなど、福祉 ・介護制度の実施主体としての立場から、必要

なサービス提供体制を確保するため、都道府県の取組と連携 し、ボラ

ンティア活動の振興や広報活動等を通じて、福祉 ・介護サービスの意
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義や重要性についての啓発に努めるとともに、従事者に対する研修の

実施や相談体制の整備、経営者や関係団体等のネットワークの構築な

ど、地域の特色を踏まえたきめ細やかな人材確保の取組を進めていく

ことが重要である。

3 国 の役割

国は、事業に係る費用の一部を負担するとともに、福祉 ・介護制度

等の制度を企画立案 し、基準 ・報酬等を策定するという役割を担つて

いる。

このため、人材を確保し、必要なサービスが国民に提供されるよう、

国は、必要に応 じて、法人や施設の規模、種類等に応じた経営の状況、

従事者の労働環境、定着状況等の実態を把握する必要がある。

その結果を踏まえ、人材の確保のためにどのような政策が必要かを

定期的に検討し、適切に福祉 ・介護制度等の制度の設計 ・見直しや介

護報酬等の設定を行 う必要がある。

また、福祉 ・介護政策と教育政策とが連携を図りつつ、ボランティ

ア体験等を通じて、生徒等の成長段階に応 じて福祉 ・介護サービスに

接する機会を積極的に設けることにより、国民一人一人が身近な問題

として福祉 ・介護サービスに対する理解を深めていけるような環境を

整備していく必要がある。

これに加え、福社 ・介護政策と労働政策とがそれぞれの役割を果た

しつつ、連携 して効果的な人材確保の取組を推進していく必要がある。

さらに、経営者の指導監督、人材の質の向上等に向けた関係者の取

組への支援、福祉 ・介護サービスのイメージアップなどの対策を迅速

かつ適切に行つていく必要がある。

4 国 民の役割
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国民は、福祉 ・介護サービスの利用者であるとともに、福祉 ・介護サ

ービスを支える税や保険料の負担者としての役害」を担つている。

これからの福祉 ・介護サービスは、利用者自らのニーズに基づき、サ

ービスを選択することを基本としており、質の高いサービスの担い手の

育成は、賢明な利用者の存在なくして成り立たないものである。この意

味で、国民は消費者として質の高いサービスを選り分けるとともに、こ

うしたサービスを伸ばしていくことに努めなければならず、そのために

は必要な情報開示や相談体制の整備を経営者や行政等に求めていくベ

きである。

また、我が国の福祉 ・介護制度は、国民が拠出する公的な財源により

運営されており、国民一人一人がこれを大切に利用するという節度ある

利用者でなければならず、このような認識なしにサービスが利用されれ

ば、真に福祉 ・介護サービスが必要な利用者にサービスが行き届かない

おそれもある。このような意味で、国民は福祉 ・介護サービスを上手く

利用しながら、自立した日常生活を営むことを目指していくことが求め

らオしる。

さらに、福祉 ・介護サービスを支える税や保険料の負担者としての立

場から、国民は、必要な福祉 ・介護サービスの量や質の水準と併せて、

これを確保するために必要となる負担の水準も考えていくことが求め

らオしる。

このほか、国民の生活を支えていくためには、公的な福祉 ・介護制度

に基づく福祉 ・介護サービスのみならず、地域社会等における支え合い

を併せた重層的な支援体制を整備していくことも重要であり、国民は、

ボランティア等への参画を通じて、こうした地域社会等における支え合

いを充実させていくことも重要である。
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社会福祉法



1日「福祉人材確保指針」の概要

(平成5年 4月 14日 厚生省告示第116号 )

1 現 状と今後の見通 し

0 福 祉サービスの質の向上と量的拡充のために人村確保が不可欠

0 今 後、若年労働力人口の減少が予想される中で、社会福祉分野ての労働力需要は

急増

社会福祉事業全体で平成2年 現在75万 人の従事者を、平成12年 (2000年)に

は111万人程度確保する必要

2 社 会福祉事業従事者確保の目標

① 専 門的知識 技術と豊かな人間性を備えた資質の高い人材を早急に養成

② 処遇の改善等により、魅力ある職場づくりを推進し、必要な人材を確保

③ ①及口0により、国民のこ―ズに対応した適切なサービスを提供

3 具 体的措置

経営者は、人材確保のための措置に積極的に取り組む。これに対し、国及び地方公

共団体は、措置■の政書、福祉人材センター事業の「●充、福利厚生センターの設立を

始めとする支援措置を講ずる。

◎ 養 成力の強化 従 事者の資質の向上

介讀福祉士等福祉専門職の養成力の強化
・ 生 涯にわたる研修体系の確立

◎ 職 務の困難性、専門性を適切に評価した、資金、労働時間、福利厚生等の改善

適切な給与水準の確保

週40時間労働制の実現

年次有給休環の完全取得

夜間勤務、祝日勤務の負担軽減

0 業 務体制の見直し、業務の省力化、サービスの向上

夜勤、宿日直勤務のみを行う介護職員の採用

短時間就労、特定時間就労等従事者が受け入れやすい多様な勤務体制の整備

福祉サービスの評価基準の確立と業務のマニュアルイヒ、効率化
・ 介 餞機器の活用、事務の電算化

◎ 就 業の促進

福祉人材センターを通した、就労あうせん、人材掘り起こしの促進

男性の参入の促進

◎ 従 事者の社会的評価の向上

0 社 会福祉法人の経営の多角化、経営基盤の強イじ
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福祉部会意見書における指摘
介護福祉士制度及び社会福411士制度の在り方に関する意見 (平成 18年 12月 12日 )(抜 粋)

笙 1 介 議福祉士制度の在 り方について

V 介 護の担い手の人材確保

0 介 護の担い手の人材確保については 介 護福祉士の資格を取得している者のうち、実際には就業していな
い者も多い現状を踏まえ、総合的な福祉人材確保対策を“していくべきであり、引き続き本部会において審
議を行い 社 会福III浩に基づく r社会福l■事業に従事する者の確保を図るための措置に関する書本的な指
針Jの 見直し等について、検討を行つていくこととするが、これまでに行われた議論を螢理すると、以下の
とおりとなる。

O 介 菫福祉士資格取得者には、資格取得後のOuTの ほか、生還にわたって自己研鑽し、介臓の専門的な龍
力の向上に努めることが求められていることから、生層を通した龍力開発とキヤリアアップヘの支援を行つ
ていくことが重要である。

このため、臓龍団体等による贅薔取得後の研修の実施に向けた取紅笠による体制の整備のほか、介護福祉
士を雇用する事業者の側におしヽても、介護●l■士の研修機会を確保するような積極的な取組が求められる。

0 ま た、介謹職員の就労状況については、
全産業の平均的な離職事に比べ.離 職率力情 い
賃金の水準が葉務内容に見合つた水準になっていないのではないか
規模の小さい事業所においては、福利厚生の充実が困難である
仕事のやりがいや処遇等を理由に転職する者がいる一方、他分野からの転職も多い

といつた特徴が指摘されている。
このため、介議労働者の雇用管理の政書、能力開発等の取組の推進、福利厚生センターの活用事による福

利厚生の充実、都道府県人材センター等による無料職葉紹介事業や着在マンパワーの掘り起こし、介護業務
の社会的評価の充実、優れた人材の確保 育 成に重点を■いた経営モデルヘの転換年に取り組んていくべき
である。さらに、介餞保険制度等の中でも介護福祉士を積極的に位置付けていくべきであり、介護報酬等に
おいて評価を行うことも合め、サービスの質に応した評価0仕 4Eみを構築していく観点から検討を4Tつてい
くべきである。

福祉部会における福祉人材確保指針に関する審議経過
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社会保障審議会福祉部会名簿

◎

○

氏 名 役 職

| ｀し は ら   み  ち  こ

石 原  美 智子 株式会社新生メディカル代表取締役
, ｀し ば し   し  ん  じ

石 橋 真 二 社団法人 日本介護福祉士会会長
い  ^    と  し  こ

井 部 俊 子 聖路加看護大学学長
い わ た  ま さ み

岩 田  正  美 日本女子大学人間社会学部教授

江 草 安 彦 社団法人 日本介護福祉士養成施設協会名誉会長
(社会福祉法人旭川荘名誉理事長)

お し ま     し げう

小 島   茂 日本労働組合総連合会総合政策局生活福祉局長

質
'程

部
｀
増 国立社会保障 。人口問題研究所所長

島
'11こ

墨
い
早

(～平成 19年 5月 29日 )

社団法人全国老人福祉施設協議会副会長 (委員就任時)

こ の ま  あ な こ

木 間 昭 子 NPO法 人高齢社会をよくする女性の会理事
こ ま し ら

駒 村
「
平

“康 慶應義塾大学経済学部教授

「和一政澤̈
・自 社団法人日本社会福祉士養成校協会会長

(大阪市立大学大学院教授)
た か お か   こ  く  し

高 岡 國 士 全国社会福祉施設経営者協議会会長
(社会福祉法人成光苑理事長)

鶴  直  明 社団法人 日本経済団体連合会社会保障委員会
医療改革部会委員

中 島 隆 信 慶應義塾大学商学部教授
ふ ヽ だ   と み か T

福  田  富  一 栃木県知事

ほ つ た

堀 田 ”力 財団法人さわやか福祉財団理事長
む ら お  と し あ =

村 尾 俊 明 社団法人 日本社会福祉士会会長
も,    さ だ の ,

森  貞  述 全国市長会介護保険対策特別委員会Ell委員長
(愛知県高浜市長)

吉 岡 正 勝
(平成19年 5月 30日 ～)

社団法人全国老人福祉施設協議会副会長

(五十音順 ・敬称略)
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注)◎ は部会長、○は部会長代理。
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福祉人材確保指針の見直しの欄要

i者の約8割).
ナービス従事者の約8割)。
:職率約20%)。

長3聴結路誤 晰f健してぃるのは約2
フ万人)。 等

スにおける今後の就業の見通

em酬 1鱚 名集驚電葦弓驚キ灘 楓ヵ人口の細5りであるが、
平成26年 には約140～ 160万 人(同約21～ 24"が 必∋

O労 働力人口の減少も見込まれる中で、福祉 介護ニーズ

の増大や多様イヒ高度イロこ対応していくため、福祉 介護

サービス分野を、人材の確保に最も真剣に取り組んていか

なければならない分野の一つと位置付け。

聯 翔 鶴:肯]釉感
ス」と総称し、人材確保のための取組を共通の枠組みで整理

○ ホームヘルバーの多数
を占める中高年層や就職

期の若年層など、それぞれ

―
―

O従 事者のキヤリアアップ
の仕組みの構築とその生
会的評価に見合う処揮の

銀
等のための取組が必要。



4 新 たな指針のポイント

人
材
確
保
の
安
定
化
・定
着
化

他分

高齢者

鰺 支援

そのほか、経営者、関係団体等並びに国及び地方公共団体が、十分な連携を図りつつそれぞれの役割を果た
すことにより、従事者の処遇の改善や福祉・介護サービスの社会的評価の向上等に取り組んでいくことを明記.



我が国の人□の推移
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人口減少下において、若者、女性、高齢者などすべての人の意欲と能力が最大限発揮できるような環境整

備に努めることにより、より多くの国民0就 業参加の実現を国ることが重要.
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護 福祉サービス従事者数の推移 (実人員)

介護職員数の推移と介護福祉士の割合 (実人員)
介護職員数は平成12年の約55万人から平成17年の約112万人と約2倍になつており、最近は毎年約10

万人ずつ増加している。
また、介護職員に占める介護福祉士の割合は施設て約4割、在宅で約2割て推移している。

(X)平成16年以前 ま「認知症対4饉 共同生活介日 ユびfl寺定施設入所=生 活介雄Jの介横福ll士散が不明であるため、「在宅サービスJ欄の介餞麟
■業には この2建類のサービスの介饉職員景は合めていない

資料出所:「介饉サービス施設 事業所綱=Jl厚生労働`大 臣官房統計情報31/

平成17年 における介崚 福 祉サービスの従事書戦は

4 6倍 に増加しており、特に、老人分野においては●1

導入後においては約2倍に増加).

人材確鼻指針が策定された平成5年の約71万 人から約

2倍 と大幅に増加している (平絨12年 0'重 保鞣制壼
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事業所の種類別 。年齢階層別 ・男女別介護職員の状況

介護雛員を年齢別に見ると、29歳 以下の調 40%を 占め 平 均■齢1ま36 5蔵 となつている.

また 男 女別`■みると、女性の勘合が約70%と なつている.

(単●:%)

常 数 燎 以下
(再掲)
,`最以下

"～ 3:歳 Ю～"歳 50～,9晟 崚 以上 不 停
平均年齢
く“

ミ体計 nЮ 匝 `" 21, 195 20 )3 C65

あ閂介濠 lαЮ 1日 4 0 1,7 匠 銀 , ,6 C3 綺

聰知輝"に奎
tt問生活介羅

10Ю 巨 1&' 21' " = 42 04

,置孝人t餃施設 'α" 巨 1“ 2,7 1`` 141 06 " 34'

、ほ́ 人保儘烙投 1000 匝 14, “ 0 0 330

い 薇鮨盪 1111 歴 ,5■ 212 ¨′ " 0 4

女朋割合である

(単位,%)

男 女

彗体, ″
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常勤 ・非常勤別介護職員数の推移 (実人員)

介晟職員に占めるプ喘 動の介饉職員の割合は複ね増加 しており 平 成 1フ■で約 42%と なつている.

事業所の種動 Jてみると、非常動の介筵壕スの割合は施設では'加 しており 平 成 17年 で約 14%、 こ宅サービ

スではほぼ構ばいで 平 成 17年 では約52%と なつている。
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都道府県別の有効求人倍率 (平成18年 度)
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●

で 潜在的介護福祉士の状況

護保険事業に従事する介i 約112万人

介護保険事業以外に従事す
t t!tae*l$!*adE F<rr.r*altt*latatat:r.*E17esti!noj\*!6st65rr,4t1e+]a;tarlt't56r4t
人ιケつていヽ

資料出所 1介饉保臓事業の介筵E■  介 覆椰“+敷 .介tサ ービス厳性 率 勲騎口医 (平成17年10カ1日 )
介l… 業以外0介 騒礫■ 介 翻 祉士触1社会― 奎 (平成17年1明 ,日■o
不2労 ,E● を生のよ労,0,介 簾 =士 取 "I眸 藤,43月 ),■ 郷螢士全爛■

(霙人員ベース)
(奏,■ ペース)く 介ttl性 士敷が分かる盤盪のみ>

I 介 護サービス対象者数の推計
0要 介 等数、介護保険利用者数及び後期高齢者(フ5歳以上)数の機計

く出奥>姜 介壁“定書争数 :第 1輌 社会'暉 手議会介風凛陵瀬会(平成16年10月20口〉量料
介饉屎強利用者螢 `第 19回社会長暉書議会n菫 保険郎熱 平瑯 6■11月15日)資料
後摯嘉齢者(75燿以■l敗 : 日立社会侯ll人 口間ll■究所『日本の時来人口(平成14年`月撻針)J

(=1)介 饉難 利用者崚【c】は 現行のR介 瞳認定奎警散【Alがベース。なお 賣介II認定書等級と―致しれ のヽは 入院 球鰊介菫年により

は ,)電 躍 絹 駁 鵠 馨 轟 結 論 特熱 口"蔵 14■ 月勘 Jこよると 2"O● 離 椰 情 拗 ピーウ

介護保険事業に従事する介護職員数(実数)の推計
0平 成16年の介護職員数(1002万 人)を基準に、Iの各権計と同じ伸び率で増カロすると想定して算定

単位:万
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( 2 0 0 4 )
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°“ 介臨 社i｀鋼 介II■■0介 【曝 鋼 こ焙 する寺れぅ

介護職員数の1晋来推計

予防効果あり 【B】

介護保険利用者数

却
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